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資料４ 地方事務所における所長・支部長の事務

⑵ 分類ごとの特徴
◯ 法律専門職の判断が必要な事務
・個別事案の法的判断が必要な事務
（援助不開始・取消決定、不服申立てに対する決定など）
・弁護士の職務・倫理に関する判断が必要な事務
（苦情取扱い、常勤弁護士の有償事件受任承認など）
・裁判所や弁護士会との調整が必要な事務
（国選弁護の名簿編成など）

◯ 事務所代表者としての所長・支部長の判断が必要な事務
・対外的な名義や責任の観点から代表者が行うべき事務
（開示請求に関する文書特定の決裁、法令に基づく照会への回答など）
・対外的な儀礼の観点から代表者が行うべき事務
（関係機関との協定書締結）
・責任明確化や人事管理の観点から代表者が行うべき事務
（執行部会主催、常勤弁護士等の勤務管理、職員の評価など）

◯ その他の事務
・一般管理部門の事務
（旅行命令の発令、予算責任者としての事務など）
・業務の実施運営に関する事務
（指定相談場所の指定、扶助の基本契約、少額契約事務など）

分類 件数 主な分野

法律専門職の判断が必要
な事務

13件 民事法律扶助、国選弁護、犯罪
被害、日弁連受託、常勤弁護士、
サービス推進

事務所代表者としての所
長の判断が必要な事務

６件 総務、人事、地域連携

その他の事務 10件 総務、財務会計、民事法律扶助、
犯罪被害

⑴ 所長・支部長の事務の分類

１



１ 地域における法テラスの体制等

○所長（支部長）の出身母体
弁護士会：６１名
（合計 ：６１名）

○副所長（副支部長）の出身母体
弁護士会 ：１５５名
司法書士会： ４１名
福祉機関 ： １２名
自治体 ： ３名
保護司 ： １名
全国消費生活相談員協会：１名
（合計 ：２１３名）

（２０２５年３月３１日時点）

○ 事務所別定数一覧表

61151 213 741

参考資料 地方事務所の体制等 【第２回資料再掲】

２



■ 各事務所の体制図
○ 大規模事務所：東京地方事務所、多摩支部

職員数97名（所長・副所長、情報提供専門職員、休日被疑者国選業務非常勤職
員を除く。）

※（）内は人数等

参考資料 地方事務所の体制等 【第６回資料再掲】

(6) (1) (6) 非常勤職員等
所長・副所長 事務局長 総務部 総務課 第一係

第二係 （3.8席）

情報提供専門職員

(29)

事業部 第一事業課 第一係

(11)

第二係 非常勤職員

第二事業課 第一係
(15)

第二係

霞が関分室

(1) (3) (1)

出張所(主幹) 常勤職員 非常勤職員

(11) (3) (6)

常勤弁護士 常勤職員 非常勤職員

（1.2席）
(4) (1) (9)

支部・支部長 事務局長 常勤職員
(1)

(1) (2) 非常勤職員
出張所(主幹) 常勤職員

(2)
(6) (3) 非常勤職員

常勤弁護士 常勤職員

休日被疑者国選業務
非常勤職員

情報提供専門職員
（席数）

民事法律扶助を担当

国選弁護等を担当

法律事務所

法律事務所

３



１ 国選弁護関連業務の動向と報酬算定参考資料 地方事務所の体制等 【第６回資料再掲】

○ 中規模事務所：愛知地方事務所、三河支部
職員数32名（所長・副所長、情報提供専門職員、休日被疑者国選業務非常勤職

員を除く。）

○ 小規模事務所：愛媛地方事務所

職員数９名（所長・副所長、情報提供専門職員を除く。）

※（）内は人数等

(6) (1) (2)

所長・副所長 事務局長 総務課 総務係 非常勤職員等

(9)

第一事業課 第一係 （1.6席）

情報提供専門職員

第二係 (1)

非常勤職員

(4)

第二事業課 第一係
(2)

第二係

(3) (1) (1)

常勤弁護士 常勤職員 非常勤職員

(2) (1) (3) （0.8席）

支部長・副支部長 事務局長 常勤職員 情報提供専門職員

(3) (2) (1)

常勤弁護士 常勤職員 非常勤職員

休日被疑者国選業務
非常勤職員

(5) (1) (1)
非常勤職員等所長・副所長 事務局長 総務係
（0.8席）

(2)
情報提供専門職員

事業係

(2) (2) (1)

常勤弁護士 常勤職員 非常勤職員

民事法律扶助を担当

国選弁護等を担当

法律事務所

法律事務所

法律事務所

４
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